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カテゴリー:お知らせ 

 

 

 目標設定型排出量取引制度の第４削減計画期間に適用する 

事項について 

 
 本県では、二酸化炭素（CO2）を多量に排出する事業所（年間エネルギー使用量が原

油換算で３年連続 1,500キロリットル以上の事業所。以下「大規模事業所」という。）

を対象に、平成 23年度から目標設定型排出量取引制度を施行しています。対象の大

規模事業所には、県が定めた目標削減率に基づいて二酸化炭素の総量削減に取り組ん

でいただいています。 

 令和７年度から令和 11年度までの第４削減計画期間に適用する目標削減率等の事

項を定めましたので、お知らせします。 

● 制度の概要 

１ 第４削減計画期間の目標削減率 

 第４削減計画期間における、基準排出量＊に対する目標削減率は、業務ビル等５０％、

工場等４８％とします。 

事業所の種類  

目標削減率（期間平均）  

第１削減  

計画期間  

(H23～ H26) 

第２削減  

計画期間  

(H27～ R1) 

第３削減  

計画期間  

(R2～ R6) 

第４削減  

計画期間  

(R7～ R11) 

業務ビル等  ８％  １５％  ２２％  ５０％  

工場等  ６％  １３％  ２０％  ４８％  

＊基準排出量：原則として、平成 14年度から平成 19年度までの任意の連続する 

３か年度の排出量の平均 

２ その他の適用事項 

ア．排出量の算定 

排出量の算定に用いる排出係数は、以下のとおりとします。 

①  他人から供給されたエネルギーのうち、電気、熱及び都市ガスの小売事業者

から供給されたものの使用に伴う二酸化炭素の排出量 
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⇒地球温暖化対策の推進に関する法律に規定する温室効果ガス排出量の「算定・

報告・公表制度」で公表される事業者ごとの調整後排出係数（実排出係数）を

使用します。 

②  他人から供給された電気、熱及び都市ガスのうち、①以外のものの使用に伴

う二酸化炭素の排出量 

⇒制度対象事業者が単位供給量当たりの排出係数を作成して使用します。 

③  ①及び②以外の燃料等の使用に伴う二酸化炭素及びその他の温室効果ガス

の排出量 

⇒国がエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法

律（省エネ法）で定める値を使用します。 

 

イ．目標削減率の配慮事項  

  平成 24年度以降に大規模事業所に該当した事業所にあっては、大規模事業所に

該当した年度から４か年度に満たない期間に限り第１削減計画期間に適用される

目標削減率に１６％を加えた値（２４％又は２２％）、５か年度から９か年度に満

たない期間に限り第２削減計画期間に適用される目標削減率に１６％を加えた値

（３１％又は２９％）、１０か年度から１４か年度に満たない期間に限り第３削減

計画期間に適用される目標削減率に１６％を加えた値（３８％又は３６％）を適用

します。  

 

 ウ．中小企業等への対応 

  中小企業等が設置する事業所にあっては、第４削減計画期間に適用される目標

削減率を４％減じます。 

 

 エ．医療施設への対応 

  人の生命又は身体の安全確保に特に不可欠な医療施設については、第４削減計

画期間に適用される目標削減率を２％減じます。 

 

 オ．電気の原油換算エネルギー使用量が事業所全体の 20％未満の事業所への対応 

  電気の原油換算エネルギー使用量が事業所全体の原油換算エネルギー使用量の

20％未満で、県が定める基準に適合した事業所については、目標削減率を３％減じ

ます。 

 

 カ．グリーン電力・熱証書、非化石証書及び森林吸収量の利用 

  事業者が調達するグリーン電力・熱証書及び非化石証書及び森林吸収量による

CO2削減効果を特定し、制度対象事業所の排出量算定においてその量を控除可能と

します。 

 

 キ．超過削減量の算定 

 以下の①から②を減じて得た量に③を乗じた量を発行します。ただし、基準排出

量に６５％を乗じた量から目標削減量を減じた量を上限とします。 

①  削減量（基準排出量から排出量を減じて得た量） 

②  目標削減量（基準排出量に目標削減率を乗じた量） 
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③  省エネルギー対策及び再生可能エネルギー利用（証書等の利用及びエネル

ギー供給側の再生可能エネルギー利用等による電力排出係数改善によるもの

を除く）による削減量の①に占める割合 

 

 ク．優良大規模事業所に対する措置 

  県が優良大規模事業所として認定した制度対象事業所にあっては、以下の①又

は②の措置のいずれかを選択できるものとします。 

①  目標削減率を緩和する（トップレベル事業所：５分の３、準トップレベル事

業所：５分の４）。 

②  発行できる超過削減量の上限を、基準排出量に１００％を乗じた量から目標

削減量を減じた量とする。 
 
 

※ 適用する事項の詳細は、こちらの県ホームページを御覧ください。 
  https://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/seidokento-torenkei.html 
 
 
● 第４計画期間の適用事項等説明会 

第４計画期間の適用事項等説明会（オンライン）を令和６年 11月 29日に実施し
ます。 
詳細及び御参加の申し込みは以下の県ホームページをご覧ください。 
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/jigyosha.html 
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目標設定型排出量取引制度とは 
 

 平成 23年 4月から本県で導入された制度で、「原油換算エネルギー使用量」が 3年連続で

1,500キロリットル（電気の場合は約 600万キロワット時）以上である事業所が、制度の対

象となります。 

 制度の対象になると、過去の排出実績に応じて「基準排出量」を決定します。各事業所に

は、削減計画期間ごとに基準排出量に対する CO2排出量の削減目標が設定され、達成に努めて

いただきます。 

 自らの削減により目標を達成できない場合は、排出量取引により他の事業所の削減分や森

林吸収量などをクレジットとして取得し、目標達成に充てることができます。 

 

 

【参考】排出量取引の概念図 

 
 

 

 


